
会誌「情報処理」Vol.64 No.11（Nov. 2023）「デジタルプラクティスコーナー」

プログラミング教育における定着度評価の検討と実
践
飯坂正樹 五十嵐智生 兼宗　進 中村めぐみ 内田　卓

プログラミング能力検定協会 （株）インダストリー・ワン，情報処理学会SIG部会 大阪電気通信大学，情報処
理学会初等中等教育委員会 つくば市教育委員会総合教育研究所 つくば市立吾妻小学校

日本におけるIT人材の不足と国際競争力の低下はIT教育の遅れに起因している．この課題を受けて学
校におけるプログラミング・情報教育の必修化がなされたが，プログラミング能力の客観的評価・可
視化が困難であることから教育現場では適切な指導を行うことが難しい．そこで本稿では子どもたち
のプログラミング能力の定着度実地検証を行った結果から，プログラミング教育の量や質の差による
プログラミング能力定着度の違いについて述べるとともに，今後学校や大学，プログラミングスクー
ル等で効果的な指導を行う上での汎用的かつ有用な情報を提供する．

※本稿はプログラミング能力検定協会 推薦論文です．
※本稿の著作権は著者に帰属します．

1．プログラミング教育の現状と課題
1.1　背景

文部科学省は，2017年2月14日「次期学習指導要領等の改訂案」[1]を公表し，小学校段階におけ
る英語教育，プログラミング教育の義務化を発表した．山本ほか（2015）の整理では，小学生のプ
ログラミング教育義務化の動きは，2013年6月14日「日本再興戦略 JAPAN is BACK」としてアベ
ノミクス「3本の矢」の1つとして世界最高水準のIT社会の実現の目標を達成するために，2010年代
には1人1台の情報端末の推進を実現し，義務教育段階からのプログラミング教育の必要性が記載され
た．また，内閣に設置されている高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（IT総合戦略本部）で
は2014年6月24日「世界最先端IT国家創造宣言」が改定され，プログラミング教育の必要性がうた
われたと施策を整理している．直近では，首相官邸で開催された2018年5月17日未来投資会議（第
16回）で文部科学大臣から，「Society 5.0に向けた人材育成の推進」が提出され，初等中等教育
におけるプログラミング教育の義務化，小中高を通じた学習指導要領改訂によるプログラミング教
育・統計教育の充実などが提示された[2]．
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新型コロナウイルスの蔓延による小中学校のロックダウンなどを経て初等中等教育の学びに関して
は，その後も文部科学省で検討が行われ，2021年1月26日の中央教育審議会では，「「令和の日本
型学校教育」の構築を目指して～全ての子供たちの可能性を引き出す，個別最適な学びと，協働的な
学びの実現～（答申）」として取りまとめられた[3]．2017年の次期学習指導要領等の改訂案の段階
では小学校プログラミング教育の義務化の取り組みなど，実際の学校現場で対応できるのかが課題と
されていたが，現場での取り組みや中央教育審議会での検討が進み，具体的な学びの取り組みについ
て踏み込んだ整理がなされた．

2023年3月8日の中央教育審議会では，「次期教育振興基本計画について（答申）」[4]がまとめ
られた．プログラミング教育の点で成果として，第1に初等中等教育に関しては，国際的に高い学力
水準の維持，GIGAスクール構想，第2に高等教育に関しては，教学マネジメントや質保証システム
の確立，連携・統合のための体制の整備が挙げられている．小学校，中学校に関してはプログラミン
グ教育が整備され，高校に関しては情報I，IIが教科化された[5]．

「次期教育振興基本計画について（答申）」では，次期計画のコンセプトとして2040年以降の社
会を見据えた持続可能な社会の創り手の育成の取り組みとして，社会課題の解決を経済成長と結び付
けてイノベーションにつなげる取り組みや，一人ひとりの生産性向上等による活力ある社会の実現に
向けて人への投資が必要とされている．教育環境に関しては，教育デジタルトランスフォーメーショ
ン（DX）の推進として，第1にDXに至る3段階（電子化→最適化→新たな価値（DX））において，
第3段階を見据えた，第1段階から第2段階への移行の着実な推進を計ること，第2にGIGAスクール
構想，情報活用能力の育成，校務DXを通じた働き方改革，教師のICT活用指導力の向上等，DX人材
の育成等の推進を行うこと，第3に教育データの標準化，基盤的ツールの開発・活用，教育データの
分析・利活用の推進を行うこと，第4にデジタルの活用と併せてリアル（対面）活動も不可欠，学習
場面等に応じた最適な組合せを行うことが挙げられている．具体的な政策としてこれらを実現するた
めのSTEM教育の実現やデータサイエンスなどの利活用について，今後，学習指導要領等の改訂等を
通じて具体的な取り組みが進むものと予想される．

1.2　課題

プログラミング教育の観点で見ると，新型コロナウイルスによる各種学校のロックダウンなどの影
響で，オンラインによる教育の実施やITを利用した教育の実施など，教育を推進するために文部科学
省を中心とした政策立案側も，実際に学校で教育を担う教育者の側も否応なく新しい教育環境に対応
せざるを得なかった側面があると言えよう．中央教育審議会では，「次期教育振興基本計画について
（答申）」でGIGAスクール構想の成功を成果として報告がされるのは，これら実務として実際に取
り組んだ積み重ねが評価されたものと考えることができるだろう．

一方で，プログラミング教育の観点で，これまでに議論されてきた「令和の日本型学校教育」に関
して検討したい．2021年1月に中央教育審議会が発表した「令和の日本型学校教育」のこれまでの実
践とICTとの最適な組合せを実現する取り組みとして，第1にICTや先端技術の効果的な活用により，
新学習指導要領の着実な実施，個別に最適な学びや支援，可視化が難しかった学びの知見の共有等が
可能，第2にGIGAスクール構想が実現されることを最大限活かし，教師が対面指導と遠隔・オンラ
イン教育とを使いこなす（ハイブリッド化）ことで，学びの質を向上，第3に教師による対面指導や
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児童生徒同士による学び合い，多様な体験活動の重要性がいっそう高まる中で，ICTを活用しながら
協働的な学びを実現し，多様な他者とともに問題発見・解決に挑む資質・能力を育成することが挙げ
られている．

新時代の学びを支える環境整備については，基本的な考え方として，すべての子供たちの可能性を
引き出す個別最適な学びと協働的な学びを実現し，教育の質の向上を図るとともに，新たな感染症や
災害の発生等の緊急時にあってもすべての子供たちの学びを保障するため，「GIGAスクール構想」
の実現を前提とした新しい時代の学びを支える学校教育の環境整備を図るとし，「1人1台端末」や遠
隔・オンライン教育に適合した教室環境や教師のICT環境の整備や「1人1台端末」の活用等による児
童生徒の特性・学習定着度等に応じたきめ細かな指導の充実や，「新しい生活様式」を踏まえた身体
的距離の確保に向け，少人数によるきめ細かな指導体制や小学校高学年からの教科担任制の在り方等
の検討を進め，新時代の学びを支える指導体制や必要な施設・設備を計画的に整備するとしている．

Society 5.0時代における教師および教員組織の在り方についてでは，基本的な考え方として，第
1にAIやロボティクス，ビッグデータ，IoTといった技術が発展したSociety 5.0時代の到来に対応
し，教師の情報活用能力，データリテラシーの向上がいっそう重要であること，第2に教師や学校
は，変化を前向きに受け止め，求められる知識・技能を意識し，継続的に新しい知識・技能を学び続
けていくことが必要であり，教職大学院が新たな教育課題や最新の教育改革の動向に対応できる実践
力を育成する役割を担うことも大いに期待する，第3に多様な知識・経験を持つ人材との連携を強化
し，そういった人材を取り込むことで，社会のニーズに対応しつつ，高い教育力を持つ組織となるこ
とが必要と明記され，教師のICT活用指導力の向上方策が具体的に示されている．

国のこれからの計画を読むと，GIGAスクールで実現した「1人1台端末」を利活用する点に関して
積極的に推進することが明記されているが，STEM教育やITやデータを利用した教育をきちんと教育
課程のどこに位置づけて教育していくかの議論は少ない．小学校では「プログラミング的試行」で教
科化が見送られており，国語，算数，理科，社会，家庭科など初等教育の中の既存の教科の中でプロ
グラミングを組み入れた授業を行う取り組みがなされている．文部科学省では各学校での取り組みを
さまざまに紹介して現場と情報の共有をしているが，プログラミングに詳しい，あるいは熱心な教員
のいる学校は積極的にプログラミング教育が取り組まれ，そうではない学校ではそれなりの形になっ
てしまっている．中等教育である中学校では，技術の授業としてプログラミングが行われているが，
小学校で「プログラミング的試行」として行われていたプログラミング教育が中学校では技術として
実務的な教科の中で取り組まれることにギャップもあるだろう．教科化に関しては高校で情報が教科
化されたが，中学校，小学校の教育との連動性は議論されているように見えない．

課題としては，小学校から大学までの情報システムにかかわる一貫した教育カリキュラムが未整備
である点が挙げられるのではと考える．図1のように，具体的には高校で情報，中学で技術，小学校
でプログラミング的思考による全教科での展開が，教育制度として整備されつつあるが，小学校，中
学校，高校と一連の教育システムとして見ると，教科の連続性の問題は「次期教育振興基本計画につ
いて（答申）」でも解消されているように見えない．
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一方で“The Royal Society : Computing in Schools, Shut Down or Restart?”によれば，
1980年代からプログラミング教育の義務化が始まった英国ではコンピューティング
（Computing）という教科でプログラミング教育が教科化されており一貫性は明らかである（図
2）．日本では，すべてを解消することはすぐには難しいが，プログラミング教育の効果を何らかの
形で効果を見える化するなど，新たな打ち手が必要ではないかと考える．

2．プログラミング能力調査

2.1　プログラミング能力検定の概要

図1　プログラミング教育の担当科目（日本）

図2　プログラミング教育の担当科目（英国）[6],[7]

© 2023 Information Processing Society of Japan 情報処理 Vol.64 No.11 (Nov. 2023)　d95



前述のプログラミング教育における非連続性などの課題がある中で，プログラミング教育の効果を
最大化するために，「プログラミング能力検定」[8]を活用し，現状の教育機関における子どもたち
のプログラミング能力，つまりプログラミング教育・学習の成果の可視化を試みた．

プログラミング能力検定はプログラミングの基礎知識を客観的かつ詳細に図ることができるテスト
である．民間／公教育を問わず，教育の現場では「プログラミング教育」という一律の評価が難しい
領域において，学習者のモチベーション維持や目標設定に課題を持っている．プログラミング能力検
定はこういった背景を踏まえ，学習内容によらずプログラミングの基礎知識を同じ基準で評価するた
めの尺度として設計されており，今後さまざまな教育機関で採用されていくことが期待されている．

プログラミング能力検定はCFRP（Common Framework of Reference for Programming

Skills）[9]という独自のプログラミングスキル標準に基づいて構成されている．このCFRPを用いる
ことで，プログラミング言語によらず，一律の基準でプログラミングの学習・指導・評価を行うこと
ができる．

実際にこのCFRPは多くの学校，プログラミングスクールでも指標として用いられており，教員だ
けでなく保護者等，大人が子どもたちのプログラミング能力を確認する上でも有効とされている．
CFRPでは表1のように6つのレベルでプログラミングの習熟度を定義しており，さらに60以上の概
念にプログラミングの基礎知識を細分化している．

プログラミング能力検定はビジュアル言語，JavaScript，Pythonの3種類の言語から選択して
受験が可能であり，受験レベルはビジュアル言語が1から4（4が最高レベル），JavaScript・
Pythonのテキスト言語は1から6（6が最高レベル）で構成される．今回の実証では「ビジュアル版
レベル1」の結果にフォーカスして分析を行っており，その中で測られるプログラミング概念は主に
表2のCFRPレベル1に含まれている．

表1　CFRP
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またプログラミング能力検定は受験後には図3のような詳細な分析結果を伴う「成績表」を発行し
ている．

表2　CFRPレベル1で定義するプログラミング概念詳細

図3　プログラミング能力検定　成績表
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この成績表には詳細なプログラミング概念ごとの評価と学習アドバイスが記載されており，学習者
の復習はもちろん，指導者の個別最適な指導の補助，あるいはクラス・学年・学校・自治体といった
単位での傾向分析にも使用することができる．

プログラミング能力検定は2020年12月に運用を開始し，小学校でのプログラミング必修化に加え
高校での情報Ⅰ必修化も受けて，民間のプログラミングスクール等および学校からの急拡大するプロ
グラミング教育における「評価」ニーズに応える形で，2022年9月からは毎月実施している．

受験会場は主に学校や民間のプログラミングスクールであり，対象の受験者は小学生から高校生・
高専生である（今後は専門学校生，大学生，社会人にも展開予定）．

今回はこのプログラミング能力検定の特性を活かし，実際の受験結果からプログラミングの基礎知
識の可視化と分析を行った．

3．プログラミング能力の定着度差の原因考察

3.1　年齢による差

表3は2022年2月から2023年1月に小学校にて実施したプログラミング能力検定ビジュアル版レ
ベル1の正答率を学年別に示したものである．学年が上がるにつれて正答率が高くなっており，読解
力や計算能力，論理的思考等の基礎学力の差が大きく出ていると思われる．

また表4のように小学校，中学校，高等学校の差を比較するとやはり年齢差が表れている．中学校
の正答率が高いのは学年全体ではなくクラブ活動などのプログラミングが得意な生徒が中心に受験を
したためである．

表3　小学校の学年別正答率
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3.2　学校とプログラミングスクールの差

表5は2022年2月から2023年1月の間における，学校と民間のプログラミングスクール間のビジ
ュアル言語レベル1の正答率の差を示している（プログラミングスクールにおける高校生のビジュア
ル言語レベル1の受験は受験者数が少ないため掲載していない）．

このデータによるとプログラミングスクールで受験した小学生の正答率は学校で受験した高校生の
正答率よりも高い．この結果から，プログラミングの基礎知識は前述の年齢による差もありながら，
学習状況にも大きな影響を受けている可能性がある．

まずは「学習時間」の違いが挙げられる．学校では小学校でプログラミング教育が必修化されたと
はいえ，教科化がされておらず，学校現場では時数の確保は明確に定められていない．よってプログ
ラミングにどれくらいの時間を割くかは学校あるいは教員に委ねられていることが多い．また高等学
校では2022年度より情報Ⅰが必修化されたが，学校現場では前例がない中で膨大な量の教科書の内容
を進める必要があり，プログラミングに十分な時間を割けていない実態もある．一方で民間のプログ
ラミングスクールに通う生徒は少なくとも毎週1時間程度はプログラミングの学習を行う時間が確保
されている．

次に「学習内容」について，学校では純粋に「プログラミング」に特化した授業を行うことが難し
い実態がある．小学校では教科学習を深めるためのプログラミング的思考が大切とされ，各学年各教
科の年間計画にてプログラミング学習が効果的な単元を洗い出し，実際にプログラミング学習を行う
場面の学習指導案等を作成している．また総合的な学習の時間等を利用してプログラミングを学習し
ている学校もあるが，現時点では決して多いとは言えない状況である．

こういった状況を鑑みると，むしろ学校現場では限られた時間や背景の中で児童のプログラミング
的思考を育成し，高い正答率を実現しているとも言える．

表4　学校区分ごとの正答率

表5　学校とプログラミングスクールの正答率の差
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3.3　学校間の差

表6は2022年2月のつくば市立吾妻小学校と全国平均との正答率の差である（受験レベルはビジ
ュアル言語版レベル1）．小学3年生～小学5年生の3学年の比較においていずれもつくば市立吾妻小
学校は全国平均を上回った．またその差は学年が上がるにつれて大きくなっており，小学5年生は表
4の高校生の平均正答率をも上回った．

また表7はつくば市立吾妻小学校の児童が1年後に同様のレベルの受験を行った際の正答率の変化
である．いずれの児童も1年で正答率を伸ばしており，特に3年生から4年生への1年間の伸びは
13.7%と著しく，表3の全体の小学3年生と小学4年生との差である11.4%と比べてもその成長幅の
大きさがうかがえる．また2023年3月時点の小学6年生の正答率75.6%は前述の民間プログラミン
グスクールにおける正答率に迫る．

つくば市ではつくば市総合教育研究所（教育委員会内）監修の「つくば市プログラミング学習の手
引き」というプログラミング学習のモデルカリキュラムがあり，1年生から6年生のプログラミング
教育の具体的実践例がまとめられている．特に1年生から「ScratchJr」ではなく「Scratch」を使
用する実践が推奨されているのは全国でも珍しい．つくば市では，低学年であるから使用することが
難しいというフィルタをかけずに，多様なビジュアル言語に触れさせる方針となっている．

今回実証に参加した吾妻小学校では普段からタブレットを使用した活動が推奨されており，たとえ
ば「理科の授業のまとめをScratchを使ってプログラミングによって行う」児童もいる．従来は
「紙」や「プレゼンテーションソフト」を用いて行っていた活動をプログラミングを用いて行ってい
るのである．ただしこれは教員の指示で行っているのではなく，「紙」「プレゼンテーションソフ
ト」といった従来の選択肢も残しながら，子どもたちに選択肢として「プログラミング」という手段

表6　つくば市立吾妻小学校と全国平均との正答率の差

表7　つくば市立吾妻小学校における正答率の経年変化
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を開放し，あくまでも子どもたち自身が自ら選択している．ツールとしてのプログラミングを子ども
たちに対して提供するだけで，従来の方法よりも分かりやすく魅力的な表現を生み出す児童が自然と
出てきているのである．

また同校では休み時間やほかのさまざまな授業の局面で積極的に端末やプログラミングを使ってい
る．子どもたちは休み時間に外に遊びに行くも良し，プログラミングに勤しむも良しと，プログラミ
ングが身近に取り組める活動として常に用意されている．ある授業では「外で鬼ごっこをするか」
「マインクラフトで鬼ごっこをするか」という選択をクラスの児童全員に問い，結果マインクラフト
を使ったオンラインでの鬼ごっこを実施し，係の児童がルールやワールドを設定することで大いに盛
り上がったとのことである．マインクラフトは本来ゲームであるが，昨今はマインクラフトを使った
プログラミングの学習環境も整備され，プログラミングスクールを中心にさまざまな教育機関で活用
されている．現在のほとんどの子どもたちがその存在を知っており，かつ端末活用を含めたICTへの
興味喚起を図るには十分なコンテンツである．

3.4　プログラミング概念ごとの差

表8は2022年2月から2023年1月におけるプログラミング能力検定ビジュアル版レベル1の小学
生，中学生，高校生それぞれの各概念における正答率平均を示している．

このデータからは，年齢を問わず共通の傾向があることが分かる．たとえば，「wait文」「初期
化」「並列処理」等の概念は年齢を問わず相対的に正答率が低い傾向がある．これらはプログラミン
グにおいて特に特徴的な概念であり，直感的にイメージしづらいものと思われる．一方でプログラミ

表8　学校区分ごとの概念別正答率平均
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ングの代表的な概念である「条件分岐」についてはシンプルな「 if文（条件分岐）」に対して「if

else文（条件二分岐）」の正答率が相対的に低く，これも処理の流れをよりイメージしづらいものと
思われる．

また「正・負の数」「数字の大小」「角度」等の数学的な概念は当然年齢差もあるものの，算数や
数学で習っていない学年の子どもがプログラミングを通してその概念を理解することもあるため，プ
ログラミングを学ぶことの1つのメリットと捉えている．

4．教育現場への適用と今後

4.1　プログラミング学習と定着度の関係

これまでの分析から，プログラミング能力の向上には年齢による発達以上に時間と環境が重要であ
ろうことが分かった．これは必ずしも民間のプログラミングスクールだけでなく，学校においても一
定のプログラミング能力の向上が見られたことからも明らかであろう．特に小学校3年生から4年生
の間の成長は著しく，3年生までにいかにプログラミングに触れさせるかが子どものプログラミング
能力を底上げする1つのヒントになるかもしれない．

またプログラミングの概念には日常生活や他教科の学びからはイメージがしづらいものもあるた
め，実際にプログラミングを作って動かす機会を増やしていく必要があると考える．

以上のような考察はCFRPおよび「プログラミング能力検定」がプログラミング概念を詳細に分析
し，可視化できるが故のものであり，従来にない評価方法を確立できたと言えるだろう．

4.2　教育現場への適用案

次に今回の結果を踏まえて，今後の教育現場への適用について考えたい．

まず冒頭に挙げた課題である「プログラミング教育の非連続性」については，今回の方法で都度子
どもたちのプログラミング能力を可視化することで，その子どもの特性を正しく理解するための1つ
のデータとなることが考えられる．その上で，別の指導者が，その子どもの指導にあたる場合に，特
性を理解した上で学習支援にかかわることができるのではないだろうか．実際に高等学校の教員が新
入生にプログラミング能力検定を受験させることで既学習差の可視化を行い，指導計画に反映するケ
ースもある．

またプログラミング概念ごとの評価によって指導内容へのフィードバックを行い，効率的にプログ
ラミング教育を行うことができるだろう．さらにその概念を身に付ける上で相性の良い教科や単元を
検討することで教科外の時数の消費を抑えることもできると考える．

さらにプログラミング能力の向上が他教科で求められる能力に寄与すること，また，課題発見能
力，課題解決能力の向上にも繋がることを証明することで，より教育現場におけるプログラミング教
育の位置づけが重要となり，推進しやすくなると考える．

4.3　今後の展開
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今回は限られた期間・範囲のデータを用いて分析を行ったが，今後さらにプログラミング能力検定
の受験者数が拡大する中でより解像度の高い分析が可能となり，特に初等中等教育の領域におけるプ
ログラミング教育と評価を検討するにあたり有益なデータが蓄積されていく．初等中等教育で学ぶ児
童，生徒のプログラミング能力に関する定量的なデータを継続的に記録し分析していくことは，現
在，政府で進めている「デジタル田園都市国家構想」などとも趣旨を同じくするものである．

デジタル田園都市国家構想では，すでに社会に出ている社会人や大学などの高等教育機関のリスキ
リングに注目が集まっているが，義務教育領域で児童や生徒の段階でプログラミングに触れること
は，将来のデジタル人材の教育，発掘に不可欠であり有意性のある取り組みだと考える．プログラミ
ング能力検定を通して得られるデータは冒頭で述べた公教育における一連の端末整備・プログラミン
グ教育・情報教育必修化の成果を測る一助ともなり得るだろう．

我々は今後もプログラミング能力検定の活用を通して研究を続けていくが，本活動は公益性もあり
かつ，国の推進するデジタル戦略との連動性も高い取り組みだと考えている．一方で一民間企業の取
り組みや，学会などの活動に多いとは言えない初等中等教育の先生方が中心に現場で臨床的に取り組
まれている現状は，不十分な部分もあり，現在進められている高大連携と同様に，大学と初等中等教
育現場の先生方とも連携の上で展開していきたい．

たとえばプログラミング教育を主たる研究テーマとされている研究者の方と連携し，より効果的な
教育方法や評価指標を作っていくことや，プログラミング能力検定のデータと普段の学習教科のテス
トスコアデータを用いて，どの教科を重点的に学ぶことでプログラミング能力のどの分野に効果があ
るのか，またプログラミング教育をより効果的に行う上で，現在の教科をどのように利活用してプロ
グラミング的思考を鍛えれば良いのかを研究することなども考えられる．

多様な学校現場において子どもたちの実態を踏まえた分析を行い，さまざまな角度からプログラミ
ング教育の成果をまとめることで，実効性の高い事例として全国の学校へ横展開することも可能であ
る．

公教育における全国規模のプログラミング教育は始まったばかりであり，まさに今後その成果が求
められる時期に入っていく．我々の活動にご興味があり，ご助力いただける教育機関，企業の方がい
らっしゃればぜひお声がけいただきたい．

プログラミング能力はこれからの世の中を生き抜くための力であることは間違いない．1人1台の端
末が学校にも普及し，プログラミング教育が必修化された今こそ，子どもたちに効果的な指導や適切
な環境を提供し，彼らの将来の選択肢の広がりに繋げていきたい．
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